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今日,行政を取り巻く環境は,住民から求められるサービスの多様化や,財政難から大変厳しいものとな

っている.このような状況の中,行政の効率化を行うため,企業経営の考え方を取り入れた行政経営システ

ムが強く要請されている.この行政経営システムを構築するために,坂本研究室の先輩研究として,安芸市

及び香美市上水道事業を対象として,現状の業務活動を評価する原価管理支援システムを開発してきた. 

先輩研究によって,両事例ともに施設の維持更新に問題があると分かった.本研究では,施設の維持更新

という問題を解決すべく,新たな機能の概念設計をすることを目的とする. 

 

 

 

１.はじめに 

行政を取り巻く環境は複雑化し,住民から求められるサー

ビスは多様化し,また財政難といった問題も抱えている.その

ような状況下で,業務の効率化を達成するために,行政経営シ

ステムが強く要請されている.そこで、坂本研究室の先輩研究

として安芸市及び香美市上水道事業を対象として活動毎に原

価を評価する原価管理支援システム[1][2]を開発してきた. 

そのシステムにより,施設の維持更新に関して,最も原価が

生じていることが分かった.よって,本研究では,原価管理支

援システムに施設の維持更新を支援する機能を新たに追加す

ることを目的とする. 

 

2.先輩研究のフレームワーク 

 一般的には,単価計算は行われている.しかし,単価計算か

らは,労務費・材料費・経費の費用構成が分かるのみであり,

大半は人件費である.人件費は容易に削除できないため,業務

改善はできない.そこで,先輩研究では,活動毎に原価計算を

行うことにより,原価が大きな活動であり業務を遂行するの

に必要ないなら削除する等を検討可能にした.ここで言う原

価とは,労務費・材料費・経費で構成される. 

活動ごとに原価計算を行う方法として,活動基準原価計算

ABC（Activity Based Costing）[3][4][5][6]がある.しかし,

一般的な活動の定義はない.そこで先輩研究では,業務改善を

念頭に置いて,「事業目的を達成するために必要な業務を,あ

る 一つのアウトプットをもたらす一連の系列が明らかにな

るレベルまで分解したもの」と定義している. 

 以上の定義に基づき,安芸市及び香美市上水道事業を対象

として,活動の概要を表すレベル 0から,より具体的な活動を

表すレベル３までレベル分けを行っている.先輩研究では,レ

ベル３を直接的な計算対象としている（図 1）. 

行政体の主な特徴として,人事異動がある.毎年のように職

員の配置換えがあり,システムを取り巻く環境は一定ではな

い.よって,環境変化に対応できるシステムを構築するため,

先輩研究では,根本的なプログラムの変更を必要とせず,比較

的容易なデータ変更のみで対応可能なデータ駆動型システム

として設計している. 

 そして原価計算を行った後,診断し,業務改善案の提言が

必要となる.業務改善案の提言には,原価等の定量的情報と,

事業戦略や目的等を含む定性的情報を踏まえた判断が必要で

ある.しかし,定性的情報のシステム化は非常に困難である.

そこで,先輩システムでは,ユーザーが判断するのに必要とな

る定量的情報の加工・整理を行い,様々なインターフェイスを

駆使し,定量的情報を多元的にユーザーに提示することによ

り,業務改善の支援を行う（図 2）. 

 

 



3.先行事例/先行研究レビュー  

本研究に際して,先進事例のヒアリング調査,文献調査,そ

して香美市上水道課にインタビューを行った.その詳細につ

いて以下に記述する. 

3.1.先進事例ヒアリング調査 水みらい広島 

 全国的にも先進的な業務形態を構築している,水みらい広

島にヒアリング調査を行った.水みらい広島は,広島県が３

５％,民間企業が６５％の共同出資により２０１２年に設立

された株式会社である.これは,一般的に行政が主体であ

る上水道事業において,官民共同出資という先進的な業務

形態である. 

 ヒアリング調査の結果,水みらい広島の経営戦略は,業

務の効率化と,施設維持更新の最適化の２本柱で構成され

ていることが判明した.業務の効率化に関しては,全社員

にタブレット型携帯端末を配布し,情報の共有化等から作

業の効率化を図っていた.一方,施設維持更新の効率化に

関しては,施設の点検,修繕履歴等をデータベース化した

のみで,将来的にデータベースを活用するとの意向であっ

た.つまり,施設維持更新の適正化のシステム化に関して

は未着手なのが現状であった. 

 

3.2文献調査 

 上水道施設の維持更新に関して,研究も種々行われている.

その一つの方向として,施設や設備に関する研究がある.例え

ば,桐野と牧内の研究がある[7].そこでは,上水道事業の中で

も設備の維持・管理に着目して,維持・修理履歴をデータベー

ス化することによってシステム化を図ろうとしている.また,

細井等も施設の点検に着目し,複数の施設をどのような順番

で回ればその巡回コストを抑えることが出来るか研究を行っ
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ている[8].一方,上水道事業としての政策面の研究も行なわ

れている.その方向の例として,大西はアセットマネジメント

の観点から,設備の効率的な維持・更新のためには適正規模の

広域化が必要であるとして,「ローカルグリッド・アセットマ

ネジメント」という疑念を提案している[9].しかし,上水道施

設の維持更新に関するシステム化は,行われていないのが現

状だった. 

3.システムの概念設計  

 香美市上水道事業では,戸板島水源地と,物部川による取

水を行っている（図 3）.本研究では,主な取水地である戸板

島水源地周辺の施設を対象として,新たに点検,修繕履歴デー

タの整理を行った（図 4）. 

 香美市にインタビューを重ねた結果,施設の点検,修繕業

務は委託点検業者に一任していることが判明した.しかし,最

終的決定を下すのは,香美市である.よって本システムは,点

検委託業者から香美市に修繕か取替の相談を受けた際に,そ

の判断を支援するシステムとする（図 5）. 

 修繕は,目先の初回修繕費は低いが,取替に比して将来的

に故障が起こる可能性が高い傾向があると考えられる.一方,

取替は初期投資が高くなるが,将来的なリスクは修繕に比べ

当然低くなる.よって,本システムにおける修繕と取替に必要

な費用を以下のように考えた. 

 

修繕＝初回修繕費＋ 

耐用年数までに予想される修繕費/（1+利率）残りの耐用年数 

取替＝初期投資 

 

修繕は,初回修繕費に,耐用年数までに予想される将来的

な修繕費を現在価値に置き換え,加えたものとする.残りの耐

用年数は施設の機械メーカー等から情報を得ることが出来る.

また,耐用年数までに予想される修繕費に関しては,過去の修

繕履歴からおおよその予想は出来ると考えられる.ここで言

う利率とは,市が抱えている起債の利率を利用する」. 
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施設の修繕の必要が発生し,ユーザー指定の修繕間隔率以

上の場合,システムでは修繕を推薦するものとする.一方,修

繕間隔率以下の場合は,取替から耐久年数までの使用履歴が

ない場合,システムとして判断不能としてユーザー判断に一

任する.使用履歴がある場合は,上記に挙げた,概念に従い計

算を行う.計算後,取替の費用と比較し,費用の低い方を推薦

する（図 6）. 

  

5.おわりに 

本研究を通し以下のような成果が挙げられた. 

・上水道事業の最も原価の高い活動である,施設の維持更新を

支援する機能の概念設計をすることが出来た. 

一方,今後の課題としては,以下が挙げられる. 

①先輩研究のシステムに,新たな機能としてプログラミング

しシステムを統合する必要がある. 

②香美市上水道課にシステムを使って頂き,システムを評価

する必要がある. 
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図５ 本システムの位置付け 図 5 本システムの位置付け 

図６ 概念設計 


